
法 学 研 究 科 教 授 会 議 事 要 旨 

 

 

日 時  令和３年３月４日（木）１４時４０分～１５時３０分 

場 所  豊中総合学館４０１講義室 

出席者  ４４名（定足数２６名） 

 

議     事 

 

【 協議事項 】 

１．特任教員（常勤）の採用について 

研究科長から、特任准教授（常勤）（１名）の採用について、資料に基づき説明があり、協議の結

果、承認した。 

２．特任研究員（常勤）（旧・外国人研究員）の採用について 

    国際交流室長から、令和３年度特任研究員（常勤）（旧・外国人研究員）の採用（１名）について、

資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 ３．招へい研究員の受入れについて 

研究科長から、招へい研究員（新規１名）の受入れについて、資料に基づき説明があり、協議の結

果、承認した。 

４．学生の異動について 

   教務委員会委員長から、学生の異動について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

５．２０２０年度博士前期課程修了者及び研究科代表者の認定について 

   教務委員会委員長から、２０２０年度博士前期課程修了者及び研究科代表者の認定について、資料

に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

６．２０２０年度博士後期課程研究科代表者の選出について 

教務委員会委員長から、２０２０年度博士後期課程研究科代表者の選出について、資料に基づき説

明があり、協議の結果、承認した。 

７．２０２０年度知的財産法プログラム特別コースＢＰ修了認定について 

   教務委員長から、２０２０年度知的財産法プログラム特別コースＢＰ修了認定について、資料に基

づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 ８．２０２１年度博士前期課程（総合法政プログラム）入学試験（第２次募集）の合格判定について 

    教務委員会委員長から、２０２１年度博士前期課程（総合法政プログラム）入学試験（第２次募集）

の合格判定について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

９．２０２１年度博士前期課程（知的財産法プログラム）入学試験（第２次募集）（追試）の合格判定に 

ついて 

教務委員会委員長から、２０２１年度博士前期課程（知的財産法プログラム）入学試験（第２次募

集）（追試）の合格判定について、資料に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

10．２０２１年度博士後期課程入学試験の合格判定について 

   教務委員会委員長から、２０２１年度博士後期課程入学試験の合格判定について、資料に基づき説

明があり、協議の結果、承認した。 

11．２０２１年度博士前期課程プログラム変更試験の可否判定について 

    教務委員会委員長から、２０２１年度博士前期課程プログラム変更試験の可否判定について、資料

に基づき説明があり、協議の結果、承認した。 

 12．大学院研究生の在学期間の延長について 

教務委員会委員長から、大学院研究生の在学期間の延長について、資料に基づき説明があり、協議

の結果、承認した。 

 



【 報告事項 】 

１．部局長会議（２／１７） 

２．教育研究評議会（２／１７） 

３．人文社会科学系戦略会議（２／１０） 

４．入試委員会（２／１０） 

５．教育課程委員会（２／１２） 

６．国際交流委員会（２／１６） 

７．豊中地区事業場安全衛生委員会（２／２６） 

８．法学研究科運営委員会（２／２６） 

    研究科長から、特に部局長会議及び法学研究科運営委員会の補足説明があった。 

９．教務委員会（２／１７） 

教務委員会委員長から、２月１７日に開催された同委員会の以下の事項について、資料に基づき報

告があった。 

・２０２０年度秋・冬学期「研究指導」及び「研究演習」の単位認定について 

・２０２１年度他部局提供の高度教養教育科目のうち卒業・修了要件として認定する科目について 

10．令和３年度における運営体制について 

研究科長から、令和３年度における運営体制について、資料に基づき、報告があった。 

11．令和３年度部局年度計画等の作成について 

  評価室長から、令和３年度部局年度計画等について、作成の上、本部へ提出した旨、資料に基づき

報告があった。 

12．令和２年度計画達成状況報告書等の作成について 

  評価室長から、令和２年度計画達成状況報告書等の作成について、本部から依頼があれば、関係教

員へ協力を依頼する旨お知らせがあった。 

13．不正使用、不正取引、不適切な会計経理の防止・発生抑止の徹底について 

研究科長から、不正使用、不正取引、不適切な会計経理の防止・発生抑止の徹底について、資料に

基づき、注意喚起があった。 

14．その他 

（１）教員の海外渡航について 

  研究科長から、今回は該当がなかった旨報告があった。 

 

 

 


